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令和８年度富里市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条 令和８年度富里市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

 (1) 件

(2) ｍ
３

(3) ｍ
３

(4)

イ ． 第５処理分区汚水枝線工事委託

ロ ． 日吉台団地中継ポンプ場自家発電設備更新工事

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

支　　　　　出

第１款　　 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円1,000

営 業 収 益

営業外収益

1,011,219

976,301

予 備 費

602,493

33,418

営 業 費 用

営業外費用

下水道事業費用

特 別 損 失 500

1,012,192

409,699

主要な建設改良事業

一 日 平 均 排 水 量

下水道事業収益

議案第６号

年 間 排 水 量

12,948

2,656,000

7,277

汚 水 処 理 件 数
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　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額153,402千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補填す

るものとする。）。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第５項 千円

第６項 千円

支　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（継続費）

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

令和8年度 45,272千円

年 割 額

１．資本的支出 １．建設改良費
日吉台団地中継ポンプ場
自家発電設備更新工事 50,303千円 令和7年度 5,031千円

款 項 事 業 名 総 額 年 度

企 業 債 償 還 金

326,872

120,065

建 設 改 良 費 204,451

固 定 資 産 購 入 費 2,356

利 率起債の目的 償 還 の 方 法

普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率）

135,000千円

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政その
他の都合により繰上償還
又は低利に借り換えること
ができる。

限 度 額 起債の方法

公共下水道事業

負担金及び分担金 18,470

資 本 的 支 出

173,470資 本 的 収 入

135,000企 業 債

国 県 補 助 金 20,000
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　（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 (1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の

間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ

ならない。

(1) 職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第10条 下水道事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、44,407千円

とする。

令和８年２月１８日提出

富 里 市 長 五十嵐　博　文

66,349
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収 入

款 予　定　額

１ . 下水道事業収益 1,012,192

1. 営 業 収 益 409,699

1. 下 水 道 使 用 料 388,000 下水道使用料 388,000

2. 他 会 計 負 担 金 16,400 雨水に係る一般会計負担金 16,400

4. そ の 他 営 業 収 益 5,299 指定工事店申請手数料 195

5,104

2. 営 業 外 収 益 602,493

2. 他 会 計 補 助 金 44,407 一般会計補助金 44,407

3. 他 会 計 負 担 金 143,131 汚水に係る一般会計負担金 143,131

5. 長 期 前 受 金 戻 入 414,937 長期前受金戻入 414,937

7.
消費税及び地方消費税
還 付 金

2 還付金 2

8. 雑 収 益 16 下水道用地占用料 11

5

令和８年度富里市下水道事業会計予算実施計画　

収　益　的　収　入　及　び　支　出　

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考

その他営業収益

その他雑収益
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支 出

款 予　定　額

１ . 下水道事業費用 1,011,219

1. 営 業 費 用 976,301

1. 管 渠 費 132,418 燃料費 185

光熱水費 13,286

通信運搬費 561

委託料 74,704

修繕費 38,228

工事請負費 935

第５処理分区附帯工事

路面復旧費 4,510

負担金 9

3. 総 係 費 100,149 21,264

13,099

賞与引当金繰入額 3,768

法定福利費 10,044

8

被服費 60

備消品費 421

燃料費 255

通信運搬費 638

委託料 44,142

手数料 1,648

ポンプ場自家発燃料

下水道台帳作成業務委託、

旅費

富里三号汚水枝線路面復旧工事

庁車ガソリン、刈払機燃料

手当

郵便料

下水道台帳デジタル化業務委託等

電気料等

電話料

汚水ポンプ施設保守点検委託、

公共下水道施設補修工事等

備　　　　　　　考

下水道管等清掃業務委託等

下水道使用料ｺﾝﾋﾞﾆ収納手数料等

下水道使用料徴収業務委託、

給料

項 目

（単位：千円）
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使用料及び賃借料 2,673

修繕費 249

研修費 90

負担金 177

保険料 235

公課費 30

貸倒引当金繰入額 1,330

補助金 18

4.
流 域 下 水 道 事 業
維 持 管 理 費負 担金

213,959 213,959

5. 減 価 償 却 費 529,775 有形固定資産減価償却費 490,542

無形固定資産減価償却費 39,233

2. 営 業 外 費 用 33,418

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

26,271 企業債利息 26,271

2. 消費税及び地方消費税 7,096 消費税及び地方消費税 7,096

3. 雑 支 出 51 その他雑支出 51

3. 特 別 損 失 500 　

4. 過 年 度 損 益修 正損 500 過年度損益修正損 500

4. 予 備 費 1,000 　

1. 予 備 費 1,000 予備費 1,000

下水道賠償責任保険等

自動車重量税

負担金

公営企業会計システム使用料

庁車車検等

職員研修

下水道協会会費等
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収 入

款 予　定　額

1. 資 本 的 収 入 173,470

1. 企 業 債 135,000 　

1. 建 設 改 良 債 135,000 公共下水道事業債 135,000

5. 国 県 補 助 金 20,000

1. 国 庫 補 助 金 20,000 国庫補助金 20,000

6.
負 担 金 及 び
分 担 金

18,470

1. 受 益 者 負 担 金 4,763 受益者負担金 4,763

2. 受 益 者 分 担 金 1 受益者分担金 1

4. 他 会 計 負 担 金 13,706 13,706

（単位：千円）

資　本　的　収　入　及　び　支　出　

項 目 備　　　　　　　考

一般会計負担金
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支 出

款 予　定　額

1. 資 本 的 支 出 326,872

1. 建 設 改 良 費 204,451

1. 管 渠 建 設 改 良 費 203,128 給料 8,220

手当 4,764

賞与引当金繰入額 1,394

法定福利費 3,796

旅費 4

被服費 25

委託料 110,204

富里三号汚水枝線実施設
計業務

19,800

美沢一号汚水枝線工事委
託

44,000

第５処理分区汚水枝線工
事委託

46,200

土木積算システム保守委
託

204

手数料 4

使用料及び賃借料 676

工事請負費 74,030

日吉台団地中継ポンプ場自家
発電設備更新工事

49,830

富里二号汚水枝線管渠更生工
事

16,500

公共汚水桝設置工事 7,000

管渠等附帯工事 700

雑費 11

2.
流 域 下 水 道 事 業
建 設 費 負 担 金

1,323 流域下水道事業建設費負担金 1,323

2. 固定資産購入費 2,356

1. 有形固定資産購入費 2,356 車両運搬具購入費 2,356

3. 企業債償還金 120,065 　

1. 建 設 改 良 債償 還金 120,065 企業債償還金 120,065

細菌検査

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考

土木積算システム
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 9,928

減価償却費 529,775

長期前受金戻入 △ 414,937

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,330

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,162

支払利息 26,271

未収金の増減額（△は増加） △ 11,640

未払金の増減額（△は減少） 16,600

その他流動資産の増減額（△は増加） △ 53,288

その他流動負債の増減額（△は減少） 28,176

小計 137,377

利息の支払額 △ 26,271

業務活動によるキャッシュ・フロー 111,106

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 189,652

国県補助金等による収入 20,000

負担金による収入 18,470

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 151,182

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入 135,000

建設改良企業債の償還による支出 △ 120,065

財務活動によるキャッシュ・フロー 14,935

  資金増加額（又は減少額） △ 25,141

  資金期首残高 297,271

  資金期末残高 272,130

令和８年度富里市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)
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１． 総  括

法  定
特別職 一般職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
5

(0)
2

(0)
7

(0)
5

(0)
2

(0)
7

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)

管理職 扶　養 地　域 通　勤 管 理 職 時間外 期末勤勉 住　居 宿日直
手　当 手　当 手　当 手　当 特別勤務手当 手　当 手　　　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 700 882 1,243 676 340 13,009 533 17,383

前年度 700 726 574 518 340 11,524 0 14,382

比較 0 156 669 158 0 1,485 533 3,001

備考　職員手当等の科目に、上記のほか児童手当がある。

２． 会計年度任用職員以外の職員

法  定
特別職 一般職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
5

(0)
2

(0)
7

(0)
5

(0)
2

(0)
7

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)

管理職 扶　養 地　域 通　勤 管 理 職 時間外 期末勤勉 住　居 宿日直
手　当 手　当 手　当 手　当 特別勤務手当 手　当 手　　　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 700 882 1,243 676 340 13,009 533 17,383

前年度 700 726 574 518 340 11,524 0 14,382

比較 0 156 669 158 0 1,485 533 3,001

３　職員手当等の科目に、上記のほか児童手当がある。

備考
１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載す
ること。

２　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

1,454 6,714

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員

1,586 431 2,017

合      計 2,259 3,001 5,260

2,140 3,674 1,023 4,697

資本勘定支弁職員 725 861

1,534

14,763

合      計 27,225 14,382 41,607

39,230

資本勘定支弁職員 7,495 3,903 3,365

60,707

前
年
度

損益勘定支弁職員 19,730

12,386

合      計

53,993

29,484

11,398

10,04433,883

13,840

9,021

43,927

10,479 30,209

12,984 3,796 16,7804,764

17,383 46,867

12,619
本
年
度

損益勘定支弁職員 21,264

資本勘定支弁職員 8,220

0

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

合  　　　計
計

（千円） （千円）

5,260 1,454 6,714

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員

合      計 0 2,259 3,001

4,697

資本勘定支弁職員 0 725 861 1,586 431 2,017

合      計 0 27,225 14,382

1,534

14,763

41,607

2,140 3,674 1,023

12,386 53,993

39,230

資本勘定支弁職員 0 7,495 3,903

9,021

3,36511,398
前
年
度

損益勘定支弁職員 0 19,730

43,92710,04433,883

46,867

12,619

60,707

3,796 16,7804,764

17,383

資本勘定支弁職員 0 8,220

13,8400 29,484合      計

本
年
度

10,479 30,209

12,984

損益勘定支弁職員 0 21,264

給　　与　　費　　明　　細　　書

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

合  　　　計
計

（千円） （千円）
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3． 会計年度任用職員

法  定

特別職 一般職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)

地　域 通　勤 時間外 期末勤勉
手　当 手　当 手　当 手　　　当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0

前年度 0

比較 0

4． 給料及び手当の増減額の明細

昇給率 1.03％ 896 千円

職員の異動等に係る増減額
千円

通勤手当 12 千円
期末手当 354 千円 年0.025月分増

勤勉手当 315 千円 年0.025月分増

扶養手当 156 千円
地域手当 669 千円
通勤手当 146 千円

816 千円
住居手当 533 千円

区   　　分

職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費
合  　　　計

計

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 0

資本勘定支弁職員 0

0

0 0 0

0

0 0 0

合      計 0

0 0

0 0

前
年
度

損益勘定支弁職員 0

0 0

0 0

資本勘定支弁職員 0 0

合      計 0 0

0 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0

合      計 0 0 0 0

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員 0

備考
１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載する
こと。

２　（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する
職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

区     分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説      明 備     考

給　　　　　料 2,259

給与改定に伴う
増減分

896
改定率
1級5.47％～8級2.86％

昇給に伴う増加分 896

その他の増減分 467
467

手　　　　　当 3,001

制度改正に伴う
増減分

681
支給額の変更

その他の増減分 2,320
期末勤勉手当
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5． 給料及び手当の増減額の明細

　（１）職員１人当たりの給与

　（２）初任給

　（３）級別職員数

級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

備考　　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

1 14.2

7 100.0

7 100.0

28.6

2 28.6

2 28.6

3 42.9

2 28.6

区      分

大  学  卒

高  校  卒

232,000

200,300

区　　　　　　　　　　分

一般職　（円）

令和　８　年　１　月　１　日　現在

一          般          職

349,514

387,509

46歳7月

区　　　　　　　　　　　分

平　均　給　与　月　額　（円）

平　   均　   年　   齢　   （歳）

平　均　給　料　月　額　（円）

令和　８　年　１　月　１　日　現在

令和　７　年　１　月　１　日　現在

平　均　給　料　月　額　（円） 321,629

334,386

40歳3月

平　均　給　与　月　額　（円）

平　   均　   年　   齢　   （歳）

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

一　　般　　行　　政　　職　　（円）

200,300200,300

232,000

消　　　　防　　　　職　　　（円）

一　　　　　般　　　　　職

職　　　員　　　数　　　（人） 構　　　成　　　比　　　（％）

232,000

1 14.2

1 14.3

令和　７　年　１　月　１　日　現在 2
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　（級別の標準的な職務内容）

区分

　（４）昇給

　（５）特殊勤務手当

比 率 (B)／(A) (％) 85.7 85.7

区　　　　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
（ 令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

4 号 給 ( 人 ) 6 6

5 号 給 ( 人 )

前
年
度

職 員 数 (A) ( 人 ) 7

2 号 給 ( 人 )

3 号 給 ( 人 )

71.4 71.4

7

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) ( 人 ) 6 6

比 率 (B)／(A) (％)

一　般　職

7 7

5 5

職 員 数 (A) ( 人 )

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) ( 人 )

区　　　　　　　　　　分 合　　　計

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 ( 円 )

1 号 給 ( 人 )

2 号 給 ( 人 )

3 号 給 ( 人 )

4 号 給 ( 人 )

5 号 給 ( 人 )

本
年
度 号給数別内訳

号給数別内訳

1 号 給 ( 人 )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

全　　職　　種 一　　般　　職

－ －

－ －

－ －

－ －

5 5

一
　
般
　
職

主　事
技　師
主事補
技師補

８　級７　級

主　幹
課長補佐
副主幹
室　長

参　事
課　長
主　幹

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ６　級５　級

部　長主　事
技　師

副主査
主任主事
主任技師

主査補 主　査
室　長

－17－



　（６）期末手当・勤勉手当

６　月　（月分） 12　月　（月分）

(1.225) (1.225)

2.325 2.325

(1.200) (1.200)

2.300 2.300

(1.225) (1.225)

2.325 2.325

備考　支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、再任用職員に係る支給率である。

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

一般会計の制度
（支給率等）

　（８）その他の手当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

地　　域     手     当 同

備　　　考
支　給　期　別　支　給　率

4.65

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

区　　　分

通     勤     手     当

24.586875支 給 率 等

区          分

24.586875

同

4.65

そ   の   他 

住     居     手     当

扶     養     手     当

備　　　考

33.27075

差  異  の  内  容

同

33.27075

同

本年度
(2.45)

有

(2.40)

(2.45)

前年度 有

一般会計の制度 有

支　給　率　計
（月分）

47.709

47.709 47.709

区　　　分

4.60

47.709

加算措置等

定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）
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7,167,705

（単位　千円）

企業債 国庫補助金
損益勘定
留保資金

第
一
款
　
資
本
的
支
出

第
一
項
　
建
設
改
良
費

日
吉
台
団
地
中
継
ポ
ン
プ
場
自
家
発
電
設
備
更
新
工
事

計 50,303 48,910

款 項

8 45,272 43,920

備 考
左の財源内訳

事
業
名

全　　体　　計　　画
前々年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額年

度
年割額

1,393 0 5,031 45,272 50,303 0 100%

1,352

10%7 5,031 4,990 41 5,031 5,031

45,272 45,272 90%

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

継　続　費　に　関　す　る　調　書
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（単位：千円）

左　　の
財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

令和８年度

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づく電力
供給契約に
よる電気料
に要する額

事業収益

債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前年度末までの
支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生

予定額

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づき締結
する電力供
給契約によ
る電気料

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づく電力
供給契約に
よる電気料
に要する額

令和２年度
から

令和７年度
まで

32,189
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(単位:千円)

1
(1) 347,273

(2) 16,807

(3) 4,932 369,012

2

(1) 99,045

(2) 115,434

(3) 194,455

(4) 527,800

(5) 428 937,162

568,150

3

(1) 39,710

(2) 154,823

(3) 18,000

(4) 404,293

(5) 16 616,842

4

(1) 25,100

(2) 47 25,147 591,695

23,545

5

(1) 455 455 △455

23,090

72,186

613
95,889

流域下水道事業維持管理負担金

　　　　　令和７年度  富里市下水道事業予定損益計算書

　　　　　　　　　（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

総 係 費

　　（消費税及び地方消費税抜き表示）

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 利 益

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

特 別 損 失

雑 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

国 県 補 助 金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 26,864

　　ロ　建物 7,622

　　　　減価償却累計額 △ 3,455 4,167

　　ハ　構築物 19,639,746

　　　　減価償却累計額 △ 3,211,248 16,428,498

　　ニ　機械及び装置 270,649

　　　　減価償却累計額 △ 88,685 181,964

　　ホ　車両運搬具 83

　　　　減価償却累計額 0 83

　　ヘ　工具、器具及び備品 6

　　　　減価償却累計額 0 6

　　ト　建設仮勘定 241,288

　有形固定資産合計 16,882,870

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 523,496

　無形固定資産合計 523,496

（３）投資その他の資産

　　イ　出資金 1,000

　投資その他の資産合計 1,000

　固定資産合計 17,407,366

２．流動資産

（１）現金預金 297,271

（２）未収金 50,138

　　　　貸倒引当金 △ 3,041 47,097

（３）その他流動資産 54,464

　流動資産合計 398,832

　資産合計 17,806,198

令和７年度　富里市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,419,215

　企業債合計 1,419,215

　その他固定負債 300

　固定負債合計 1,419,515

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 120,063

　企業債合計 120,063

（２）未払金 23,444

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 8,860

　引当金合計 8,860

（４）その他流動負債 21,631

　流動負債合計 173,998

５．繰延収益

（１）長期前受金 21,223,765

　 　収益化累計額 △ 7,366,925

　   繰延収益合計 13,856,840

　負債合計 15,450,353

６．資本金 1,848,016

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 7,367

　　ロ　一般会計補助金 1,159

　　ハ　国庫補助金 6,394

　　ニ　県補助金 11

　　ホ　負担金等 2,101

　資本剰余金合計 17,032

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 394,908

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 95,889

　利益剰余金合計 490,797

　剰余金合計 507,829

　資本合計 2,355,845

　負債資本合計 17,806,198

負債の部

資本の部
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 26,864

　　ロ　建物 7,622

　　　　減価償却累計額 △ 3,949 3,673

　　ハ　構築物 19,639,746

　　　　減価償却累計額 △ 3,686,534 15,953,212

　　ニ　機械及び装置 270,649

　　　　減価償却累計額 △ 103,447 167,202

　　ホ　車両運搬具 2,225

　　　　減価償却累計額 0 2,225

　　ヘ　工具、器具及び備品 6

　　　　減価償却累計額 0 6

　　ト　建設仮勘定 428,799

　有形固定資産合計 16,581,981

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 484,263

　無形固定資産合計 484,263

（３）投資その他の資産

　　イ　出資金 1,000

　投資その他の資産合計 1,000

　固定資産合計 17,067,244

２．流動資産

（１）現金預金 272,130

（２）未収金 61,778

　　　　貸倒引当金 △ 4,371 57,407

（３）その他流動資産 107,752

　流動資産合計 437,289

　資産合計 17,504,533

令和８年度　富里市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,441,117

　企業債合計 1,441,117

　その他固定負債 300

　固定負債合計 1,441,417

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 113,097

　企業債合計 113,097

（２）未払金 40,044

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 14,022

　引当金合計 14,022

（４）その他流動負債 49,807

　流動負債合計 216,970

５．繰延収益

（１）長期前受金 21,262,235

　 　収益化累計額 △ 7,781,862

　   繰延収益合計 13,480,373

　負債合計 15,138,760

６．資本金 1,848,016

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 7,367

　　ロ　一般会計補助金 1,159

　　ハ　国庫補助金 6,394

　　ニ　県補助金 11

　　ホ　負担金等 2,101

　資本剰余金合計 17,032

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 394,908

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 105,817

　利益剰余金合計 500,725

　剰余金合計 517,757

　資本合計 2,365,773

　負債資本合計 17,504,533

負債の部

資本の部
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注 記 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 建物   15～50年 

               構築物     50年 

               機械及び装置   10～20年 

   車両運搬具  4年 

                工具器具及び備品   5～15年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 施設利用権   45年 

（３）リース資産 

     ・所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は 

計上していない。 

  （２）賞与引当金 

・職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当 

事業年度末における支給（支出）額見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して

いる。 

（３）貸倒引当金 

・債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい 

る。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連に関する注記 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 13,706千円である。 

 

 


